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付
金

事業復活支援金
申請受付 1/31～6/17

※差額給付の申請受付は
6/30まで

R4.5.27時点

令和3年11月～令和4年3月のいず
れかの月の売上高が50%以上または
30%以上50%未満減少した事業者

【50%以上減少の場合】
上限 法人250万円、個人50万円

【30%以上50%未満減少の場合】
上限 法人150万円、個人30万円

※法人の上限額は売上高に応じて3段階に設定

事業復活支援金
相談窓口

0120-789-140

国

融
資

新型コロナウイルス感染
症経営改善支援特別
融資

政府系金融機関による
実質無利子・
無担保融資制度
（新型コロナウイルス感染症特別貸付等）

売上減で資金繰りが厳しい

【融資限度額】 ６千万円
【利子】 １．０％

※売上減少率が一定水準を超える場合

【返済期間】 １０年以内
(元本据置５年以内)

【信用保証】 必須(保証料はゼロ)

【融資限度額】公庫(国民) ６千万円
公庫(中小)・商工中金 ３億円

【利子】 当初３年間実質無利子
※売上減少率が一定水準を超える場合

【返済期間】 2０年以内
(元本据置５年以内)

最寄りの金融機関
または

石川県商工労働部
経営支援課

076-225-1522

日本政策金融公庫
0120-154-505

商工組合中央金庫
0120-542-711

新型コロナウイルス感染症の
影響で売上が大きく減少

している事業者

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業者の皆様への支援制度（石川県）

国の「事業復活支援金」の支給を
受けた事業者

石川県事業者支援
ワンストップコールセンター
076-225-1920

下記のそれぞれの区分に応じ、
国の給付額の1/2を上限に支援

【50%以上減少の場合】
上限 法人125万円、個人25万円

【30%以上50%未満減少の場合】
上限 法人75万円、個人15万円

県

国

石川県事業復活支援金
一律給付分・追加給付分

申請受付 2/21～9/30

県

専
門
家
の
ア
ド
バ
イ
ス

経営力強化総合支援
アドバイザー派遣
随時受付

コロナ禍の様々な経営課題の
解決に向けたアドバイスがほしい

経営課題に応じて、
各分野の専門家を無料で派遣

県内商工会議所・商工会、
(公財)石川県産業創出

支援機構、中小企業団体
中央会

社内のデジタル化の取り組み
（テレワーク、生産現場の効率化、

ＲＰＡ）をサポートしてほしい

デジタル化推進経営アド
バイザー派遣
随時受付

デジタル化の推進に精通する
専門家を無料で派遣

(公財)石川県産業創出
支援機構 デジタル推進課
076-267-1001

県

県

補
助
金
・
助
成
金

事業再構築補助金
（通常枠）

6次公募 3/28～6/30

ものづくり・商業・サービス
補助金（通常枠）
11次公募 5/12～8/18

新分野展開や業態転換で
事業を立て直したい

新製品・サービス・生産プロセスの
改善に必要な設備を導入したい

新分野展開や事業転換等の事業再構
築に向けた取り組みに対して、

上限8千万円まで
最大2/3(中堅は1/2)補助

事業再構築補助金
事務局コールセンター
0570-012-088

新製品・サービス・生産プロセスの
改善に必要な設備投資を

上限1,250万円まで1/2補助
※小規模事業者・再生事業者は補助率を2/3に引上げ

ものづくり補助金事務局
サポートセンター

050-8880-4053
国

国

持続化補助金
（通常枠）

8次公募 3/29～6/3

小規模事業者に
最大50万円まで2/3補助

今後直面する制度変更等にも対
応するため、販路を開拓したい

小規模事業者持続化補助金
＜商工会議所地区＞
03-6632-1502

＜商工会地区＞
076-268-7300

国

石川県事業者支援ワンストップコールセンター
０７６－２２５－１９２０

各種支援制度の総合窓口はこちら

※令和4年3月9日時点の国や県（関係団体含む）の主な支援策をまとめた一覧です。支援メニューの詳細や最新の情報は、各連絡先までお問い合わせください。



補
助
金
・
助
成
金

※令和4年3月9日時点の国や県（関係団体含む）の主な支援策をまとめた一覧です。支援メニューの詳細や最新の情報は、各連絡先までお問い合わせください。

雇用調整助成金
〔5月時点〕

産業雇用安定助成金

人材確保等支援助成金
（テレワークコース）

雇用を維持したい

在籍出向で雇用を維持したい、
在籍出向の人材を活用したい

テレワークを新規導入・実施
したい

一定要件で、休業手当等の最大9/10、
9,000円/日(中小企業)を助成
まん延防止等重点措置に係る特例、または、
業況特例に該当する場合、最大10/10、

15,000円/日(中小企業)

出向中に要する経費の一部を最大
9/10助成(中小企業)

（日額最大12,000円 ※出向元・先の計）

一定要件で、テレワーク通信機器等の
導入費用を助成(各最大100万円)
・機器等導入の支給対象経費の30%を助成
・更に、離職率の目標達成で上記経費の20%を助成

石川労働局
職業対策課

076-265-4428

国

国

国

石川労働局
職業対策課

076-265-4428

石川労働局
雇用環境・均等室
076-265-4429

国

小学校休業等対応
助成金・支援金
〔5月時点〕

小学校等の臨時休校等により、
保護者として子どもの世話を行う
必要があり、仕事ができなくなった

有給休暇を取得した対象労働者に
支払った賃金相当額の10/10、

最大9,000円/日を助成
まん延防止等重点措置を実施すべき区域に

事業所のある企業については、
最大15,000円/日

仕事ができなかった日について、
4,500円/日（定額）を支給

まん延防止等重点措置を実施すべき区域に
住所を有する方については、
7,500円/日（定額）

雇用調整助成金
産業雇用安定助成金

小学校休業等対応助成金・
支援金コールセンター
0120-60-3999

金沢商工会議所
金沢市尾山町9-13

076-263-1151
珠洲商工会議所
珠洲市飯田町1-1-9

0768-82-1115

小松商工会議所
小松市園町ニ1

0761-21-3121
白山商工会議所
白山市西新町159-2

076-276-3811

七尾商工会議所
七尾市三島町70-1

0767-54-8888
石川県商工会連合会(※)
金沢市鞍月2-20

076-268-7300

輪島商工会議所
輪島市河井町20-1-1

0768-22-7777
(公財)石川県産業創出支援機構
金沢市鞍月2-20

076-267-1244

加賀商工会議所
加賀市大聖寺菅生ロ17-3

0761-73-0001
石川県中小企業団体中央会
金沢市鞍月2-20

076-267-7711

※お近くの商工会にお問い合わせいただくことも可能です。

石川県事業者支援ワンストップコールセンター
０７６－２２５－１９２０

各種支援制度の総合窓口はこちら

 商工会・商工会議所等の支援機関では、各種支援制度の活用サポートを行っています。

国

国

＜事業者向け＞

＜委託を受けて個人で仕事をする方向け＞

省エネ設備緊急支援
事業費補助金

公募 2/22～3/28 既〆切

省エネ設備を導入し、燃料や電力の消費
抑制によるコスト削減を図る取り組みを、

最大600万円まで1/2補助
省エネ性能に優れた設備更新を、

行いたい

県

いしかわ中小企業
チャレンジ支援ファンド

（通常事業）

公募 4/14～6/14

いしかわ次世代産業
創造ファンド（通常枠）
公募 4/18～5/27

産業化資源を活用して、
商品やサービスを新たに開発し、

販路開拓したい

自社の技術を高度化させて
新技術・新製品の研究開発をしたい

新商品・新サービスの市場調査、開発（試
作、評価等を含む）、全国・海外市場での

販路開拓の取り組みを、
上限300万円まで2/3補助

※従業員数5名以下の中小企業者、個人事業主は
補助率を3/4に引上げ（上限150万円）

(公財)石川県産業創出
支援機構 地域産業支援課
076-267-5551

新産業の創造を図ることを目的とした、
新技術・新製品の研究開発及び

実用化研究の取り組みを、
上限1,000万円まで2/3補助

※連携帯の場合は補助上限を2,000万円に引上げ

(公財)石川県産業創出
支援機構 次世代産業支援課

076-267-6291

県

県

デジタル化設備
導入支援事業

公募 4/15～5/31
（8月頃に2次公募予定）

デジタル技術を活用した設備を導入し生産
性向上や事業拡大を図る取り組みを、

最大600万円まで2/3補助
※小規模事業者は補助率を3/4に引上げ

AI・IoT・RPA・クラウドサービス等の
デジタル技術を活用した設備を

導入したい

県
(公財)石川県産業創出

支援機構 デジタル推進課
076-267-1001

(公財)石川県産業創出
支援機構 次世代産業支援課

076-267-6291


